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気候変動はもはや単なる環境問題ではない。

国に対する総合的なリスクの一部
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8月 アメリカでハリケーンハービー
がテキサス州に上陸。最大風
速時速２０９キロ、前代未聞の
規模と言われた。

6月 ポルトガルで森林火災。熱波
による乾燥と、落雷による出
火が原因と言われる。

写真の出典：Guardians ホームページ

11月 ギリシャ、アテネで短期間の集中
豪雨による鉄砲水。アテネは従来
降雨量が少ない地域。



気候変動影響と適応

２．海外で生じる気候変動影響が日本に及ぼす影響
・貿易に多くを依存する日本の経済や社会に対する気候変動の影響は未知。

・工業製品は国際サプライチェーンに依存。部品の輸入が滞る等。

・農業産品（小麦、とうもろこし、大豆等）の収量変化が日本の食生活に及ぼす影響。」
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３．気候変動を、国家が直面する「リスク」と捉える考え方

・かつてより、気候変動を安全保障との関係で捉える動きがあった。（climate security）

・IPCCAR5 WG2「12章 人間安全保障(human security)」では、気候変動が人間の安全保障に及ぼ

す影響について、既往研究をまとめている。海面上昇や気象災害による難民の発生等。

・G8主要国サミットでは、2013年より外相会議において、気候変動問題が、社会的に脆弱な国をさら

に脆弱にするとして、「気候脆弱性リスク（CFR）」という概念を提唱。日本が2019年に議長国を務め

るG20でも、気候変動の悪影響と脱炭素社会への移行が議論される予定。

１．いわゆる気候変動適応策
・パリ協定前後より、適応策の重要性が急速に高まりつつある。

・日本国内での主な関心は、気温上昇等が農作物に及ぼす影響、集中豪雨や台風が引き起こす土

砂崩れや河川氾濫等。

・国立環境研究所で公表している気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）等 情報整備が進ん

でいる。 http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/



「今後の気候変動の米国安全保障に対する含意」
2016年、国家情報会議（National Intelligence Council）
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アジア太平洋地域において

•今後想定すべき気候変動影響に関する最新知見の収集

• 今後想定しうる社会／経済／政治情勢に関する最新知
見の収集

•上記２つを重ね合わせて言えること。

今からできる備えは？

参考：「気候変動に伴うアジア・太平洋地域における自然災害の分析と脆弱性への
影響を踏まえた外交政策の分析・立案」（外務省、2017年9月）

• アジア太平洋地域では、今後も都市部への人口流入、
人口増加が予想される。都市部でのインフラの重要性。

• 沿岸部での海面上昇や高潮、河川流域での氾濫等、
水災害への備えが必要。

• 農作物への影響が懸念されるにも係わらず、農村と都
市の間の格差は拡大方向。食料確保のためにも、農
村での生活を支える制度が重要。

等



2011年10月タイでの洪水の例
日本貿易振興機構（JETRO）は、2011年にタイで起きた洪水により、少なくとも３００社の日系企業に影
響が出ている、と明らかにした。洪水の影響で国内の複数の工業団地では操業が停止しており、タイ
政府は、パトムタニ県のナワナコン工業団地内の工場に対し、洪水のため操業停止を要請。
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出典：国土交通省審議会資料より
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環境研究総合推進費新規課題（H30-32年度）：
「世界の気候変動影響が日本の社会・経済活動にもたらすリスクに関する研究」


